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● 



足温ネット「えど･そら３号機」 



● 

(注１)｢総合エネルギー統計｣では、1990年度以降、数値について算出方法が変更されている。
(注２)｢新エネルギー・地熱等｣とは、太陽光、風力、バイオマス、地熱などのこと（以下同様）。
出典：資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」を基に作成

一次エネルギー国内供給の推移
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エネルギー基本計画見直しに対する経産省要請後の記者会見 



予測 実績 予測 実測 予測 実績 予測 実績 予測 実績 予測 実測 予測 実績 予測 実績

2016年4月 1,141 970 30 29 38.0 33.4 47,922 41,904 1,177 1262 30 29 39.2 43.5 49,434 54,518

2016年5月 1,322 1419 31 33 42.6 43.0 55,524 61,300 1,331 1767 31 29 42.9 60.9 55,902 76,334

2016年6月 1,062 896 30 33 35.4 27.2 44,604 38,707 1,030 1220 30 33 34.3 37.0 43,260 52,704

2016年7月 1,209 935 31 32 39.0 29.2 50778 40,392 1,177 1183 31 32 38.0 37.0 49,434 51,105

2016年8月 1,322 1119 31 30 42.6 37.3 55524 48,340 1,311 1489 31 30 42.3 49.6 55,062 64,324

2016年9月 938 850 30 33 31.3 25.8 39,396 36,720 981 957 30 31 32.7 30.9 41,202 41,342

2016年10月 781 702 31 28 25.2 25.1 32,802 30,326 846 957 31 28 27.3 34.2 35,532 41,342

2016年11月 695 609 30 31 23.2 19.6 29,190 28,900 792 918 30 33 26.4 27.8 33,264 39,657

2016年12月 752 678 31 28 24.3 24.2 31,584 29,289 913 970 31 28 29.5 34.6 38,346 41,904

2017年1月 828 875 31 33 26.7 26.5 34,776 37,800 999 1481 31 33 32.2 44.9 41,958 63,979

2017年2月 827 1091 28 29 29.5 37.6 34,734 47,131 948 1410 28 29 33.9 48.6 39,816 60,912

2017年3月 996 1078 31 30 32.1 35.9 41,832 46,569 1,066 1461 31 30 34.4 48.7 44,772 63,115

合計 11,873 11,222 365 369 32.5 30.4 498,666 487,378 12,571 15,075 365 365 34.4 41.3 527,982 651,236

表１ えどそら1号実績 表２ えどそら2号実績

発電量ｋWｈ 日数 売電額1日当たり発電量 売電額 発電量ｋWｈ 日数 1日当たり発電量

予測 2016 2017 予測 2016 2017 予測 2017
1月 26.7 25.7 26.5 32.2 41.2 44.9 74.8 57.1
2月 29.5 29.7 37.6 33.9 41.0 48.6 82.7 81.3
3月 32.1 32.2 35.9 34.4 40.7 48.7 90.0 90.2
4月 38.0 33.4 36.8 39.2 43.5 48.0 106.5 96.9
5月 42.6 43.0 40.6 42.9 53.5 55.4 119.4 118.8
6月 35.4 27.2 34.3 37.0 99.1
7月 39.0 29.2 38.0 37.0 109.2
8月 42.6 37.3 42.3 49.6 119.4
9月 31.3 25.8 32.7 30.9 87.5
10月 25.2 25.1 27.3 34.2 70.5
11月 23.2 19.6 26.4 27.8 64.9
12月 24.3 24.2 29.5 34.6 67.9
年 32.5 29.4 34.4 39.2 91.0

3号実績(kWh/d)2号実績(kWh/d)1号実績(kWh/d)



 

 

 
 

●関電が石炭火力発電所を断念 
（2017.2.1 NHK） 

 兵庫県赤穂市の火力発電所（120 万 kW）に

ついて、関西電力は燃料を石油から石炭に変更

する計画を進めていたが、地球温暖化対策など

を理由に、計画を断念することを明らかにした。

国内でコストが比較的安い石炭火力発電所の建

設計画が４０基以上相次ぐ中、今回の判断が、

ほかの事業者に影響を及ぼす可能性が指摘され

ている。 
 

●鳥取県、水力発電所運営権売却を調査 
（2017.2.3 日経新聞） 

 鳥取県は企業局が運営する水力発電所につい

て、民間に運営権を開放することが可能か調査

を始める。平井知事が２日の記者会見で明らか

にした。運営権のみを民間に委ねるコンセッシ

ョン方式を想定しており、2017 年度予算案に

調査費 2800 万円を計上する方針。いずれも稼

働から 50 年前後が経過し、発電機の更新など

リニューアル時期を迎えている。 
 

●原発費負担に反対相次ぐ 
（2017.2.10 東京新聞） 

 経産省は、原発費用を国民に負担させるため

昨年末にまとめた方針に対する意見公募の結果

を公表した。福島第一原発の事故処理費用 21

兆5千億円などを電気料金で回収する方針につ

いて反対意見が相次いだ。経産省が公表した

504 件のうち、最多の 250 件が原発のための

費用負担についての意見で大半が経産省方針に

反対する意見だった。 
 

●田中規制委員長「東電は重症」 
（2017.2.15 時事通信） 

 原子力規制委員会の田中委員長は 15 日の定

例記者会見で、柏崎刈羽原発（新潟県）の免震

重要棟の耐震性に関して誤った説明を続けてい

た東京電力について、「社内的な情報連絡が大

事なところで抜けているのは、かなりの重症だ」

と不快感を示した。再稼働に向けた柏崎刈羽 6、

7 号機の審査について「もっと謙虚にやっても

らわないと審査できない」と非難した。 
 

●北電、揚水発電所の稼働率２％どまり 
（2017.2.18 日経新聞） 

 北海道電力が 2014 年に新設した揚水発電

所の発電利用率が低迷している。15 年度は約

２％にとどまり、16 年度も同程度で推移して

いる。北電は「経済性の観点も大きい」と話す

が、環境経済学が専門の北海道大学の吉田文和

名誉教授は「太陽光や風力の変動対策にもっと

使えば、（道内で制限している再生エネの）導

入量をもっと増やせるはず」と指摘する。 
 

●代替フロン削減前倒しを、環境省検討会 
（2017.3.9 共同通信） 

 温室効果が極めて高い代替フロンについて、

国際的な規制を前倒しして日本国内での削減を

進めるべきだとする環境省検討会の報告書案が

８日、明らかになった。特に温室効果が高い冷

媒の製造や使用の禁止といった思い切った対策

の導入は「導入の是非を検討する必要がある」

と明言を避けた。昨年１０月にモントリオール

議定書改正が決まったのを受けた措置。 

●静岡市が仮想発電所実用化へ 
（2017.3.10 毎日新聞） 

 静岡市は９日、地域に蓄電池を設置し一つの

発電所のように使う「仮想発電所（バーチャル

パワープラント）」を日本の自治体で初めて実

用化すると発表した。2017 年度中に、市内の

小中学校８０校に蓄電池を設置。一元管理する

ことで電気料金を削減できるほか、災害時には

非常用電源として使用する。蓄電池設置や電力

調節システム管理は鈴与商事に委託した。 
 

●東電、福島第ニ原発廃炉へ 
（2017.3.17 毎日新聞） 

 東京電力ホールディングスは、福島第２原発

（福島県）の１号機を廃炉にする方針を固めた。

2011年３月の東日本大震災に伴う福島第１原

発事故で、地元住民や自治体が第２原発の原子

炉４基の廃炉を要請。東電はこれまで態度を明

らかにしてこなかったが、政府・与党も判断を

迫り、震災による損傷が最も大きい１号機につ

いては廃炉を決めた。 
 

●関電と東燃ゼネ、石炭火力発電を断念 
（2017.3.23 日経新聞） 

 関西電力と東燃ゼネラル石油は 23 日、千葉

県内で計画する石炭火力発電所建設を断念する

と発表した。2015 年夏から事業化に向けた検

討を進めてきた。昨年末にパリ協定が発効する

と、環境省がＣＯ2 排出量増加への懸念から石

炭火力の事業再検討を求める動きが出ていた。

計画凍結について、関電は「事業の収益性につ

いて東燃ゼネとの間に相違があった」と語る。 
 

●政府が水素エネルギー基本戦略策定へ 
（2017.4.11 NHK） 

 政府は 11 日、再生可能エネルギーの普及策

などを検討する閣僚会議を開き、安倍総理大臣

は、水素エネルギーの活用基本戦略を年内に策

定するよう指示した。具体的には、燃料電池車

について 2020 年までに４万台程度に増やし

これを後押しするため、水素充てん施設を増設

や再生可能エネルギーを使って水素を発生させ

る実証事業の実施などを今後、検討していく。 
 

●炭素価格付け導入に向け検討会 
（2017.5.12 日経新聞） 

 環境省は 12 日、炭素税や排出量取引などの

「カーボンプライシング（炭素の価格付け）」

の導入に向けた専門家検討会を立ち上げると発

表した。有識者約 10 人で構成し、６月に初会

合を開く。ＣＯ2 に値段をつけ、企業や家庭が

排出量に応じて負担することで大幅な排出削減

につなげる。日本に適した制度などを探り、

2018 年度前半までに提言をまとめる予定だ。 
 

●高知･土佐山で小水力発電に出資 
（2017.5.20 日経新聞） 

 高知市北部の中山間地、土佐山で住民らが出

資して４月末に「土佐山高川区小水力発電株式

会社」を設立した。集落内を流れる谷川に最大

出力 49.9 キロワットの水車型発電設備を建設

し、全量を四国電力に売電する。売電収入は集

落維持や活性化の資金にあてる。土佐山の高川

地区の住民組織と地域小水力発電（高知県香美

市）がそれぞれ 100 万円出資した。 
 

●スイス国民投票、脱原発が過半数 
（2017.5.22 時事通信） 

 スイスで２１日、原発の新設を禁止し、再生

可能エネルギーを推進する改正エネルギー法へ

の賛否を問う国民投票が行われた。開票結果は

賛成 58.2％に対し、反対 41.8％と、「脱原発」

支持の民意が示された。スイスは 2011 年の東

京電力福島第１原発事故を受け、脱原発方針を

決定。昨年９月に議会で承認されたが、反対派

が署名を集め、国民投票に持ち込んだ。 

●トランプ大統領、パリ協定離脱を発表 
（2017.6.2 産経新聞） 

 トランプ米大統領は１日午後（日本時間２日

未明）、地球温暖化対策の国際枠組み「パリ協

定」から離脱すると発表した。「米国第一主義」

を掲げた選挙戦の公約を実現した形だが、世界

第２の温室効果ガス排出国である米国の離脱は

気候変動問題への国際的取り組みにブレーキを

かけ、米国の指導力低下につながるという懸念

の声もある。 
 

●北海道下川町が熱電供給 
（2017.6.2 日経新聞） 

 町内でのエネルギー自給を目指す下川町は三

井物産と組み、コージェネレーション（熱電併

給）のシステムを導入する方針だ。三井物産の

新会社が木質ペレット工場と熱電併給施設を同

町に新設。間伐材など地域の資源を使い、2019

年４月にも発電事業を始める。木質バイオマス

燃料を活用してエネルギー供給力を高め、主要

産業の林業活性化にもつなげる。 
 

●ニューヨーク州パリ協定支持連合結成 
（2017.6.2 NHK） 

 トランプ大統領がパリ協定から脱退する方針

を決定したことを受け、ニューヨーク州など３

州の知事は、パリ協定を支持し、州独自に地球

温暖化対策に取り組む連合を結成したと発表し

た。３州は、オバマ前政権のもとで決められた、

温室効果ガス排出量を 2005 年比 26％～

28％の削減目標を達成するため州独自に温暖

化対策に取り組むとしています。 
 

●原子力機構事故で内部被ばく 
（2017.6.7 毎日新聞） 

 日本原子力研究開発機構の大洗研究開発セン

ター（茨城県大洗町）で、核燃料を点検してい

た５人に放射性物質が付着し被ばくした事故で、

同機構は７日、１人の肺から２万 2 千ベクレル

の高い放射性物質が検出されたと発表した。放

射性物質は体外に排出されにくいため、１年間

で 1.2 シーベルト、50 年間で 12 シーベルト

の内部被ばくが見込まれるという。 
 

●エネ基本計画で原発新増設を提案 
（2017.6.9 日経新聞） 

 経産省は国のエネルギー基本計画の見直しに

着手する。原発依存度を低減させる方針は堅持

しつつ、長期的な電力安定供給や技術･人材の確

保のために最低限の原発が必要と提起する考え。

原子力は、運転コストが安く、昼夜を問わず安

定的に発電できる重要なベースロード電源との

位置づけを維持する。会議では長期的観点から

原発新増設や建替えについて議論したい考え。 
 

●原発運転 40年限「短い」 
（2017.6.13 毎日新聞） 

 ９月に原子力規制委員に就任する山中大阪大

副学長は 13 日、原発運転が原則 40 年間に制

限されていることに「世界的に見て、少し短い

と個人的に思う」と述べた。40 年ルールの形

骸化が指摘される中、規制側の発言として不適

切との声も上がっている。山中氏は原子炉燃料

の安全性に関する研究などが専門。９月に委員

長に就任する委員の残りの任期を引き継ぐ。 
 

●韓国大統領、新規原発計画を白紙に 
（2017.6.19 時事通信） 

 韓国の文在寅大統領は 19 日、東京電力福島

第 1 原発事故を教訓に、原子力発電に関する政

策を全面的に再検討する方針を表明、「新規原

発建設計画を全面白紙化し、原発の寿命も延長

しない」と述べた。また、現在稼働中の原発の

安全基準も大幅に強化すると強調した。国民の

安全向上を優先課題に掲げる文大統領は、原子

力政策の根本的転換に乗り出した。 
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※報道記事を抜粋したものです 

 



 

 

台湾から環境ＮＧＯが来訪 
～電力自由化で日本の経験に学びたい 

足温ネット活動日誌 新刊の 

ご紹介

 

● 足元から地球温暖化を考える市民ネットえどがわ公式フェイスブック https://facebook.com/sokuonnet 

▲ほっと館の前で▼頼さんからいただいた台湾脱原発グッズ 




